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ドルは復権するのか 
 

公益財団法人 国際通貨研究所 
 理事長 行天 豊雄 

 

 大統領選挙が近づいてきたこともあり、米国内では米国経済の見通しについて楽観

悲観が入り乱れて百家争鳴の状態である。ところが、ここへ来て非常に興味深い現象

は、エネルギー問題を契機にして、米国経済の中長期見通しについて強固な楽観論が

澎湃（ほうはい）として湧き上がっていることであろう。 

 

 話はきわめて単純である。10 年前迄は予想もされなかった技術革新によって米国

をめぐるエネルギー情勢が一変したということである。米国は世界有数のエネルギー

産出国ではあるが、同時に最大の輸入国でもある。エネルギー貿易赤字は米国の国際

収支のアキレス腱と云える。ところが、掘削技術の飛躍的な進歩で米国内の採算産油

量が急増した。さらに決定的なのは、これも技術革新の結果、従来は不可能と思われ

ていたシェールガスの商業ベースでの利用が完全に可能となったことである。このた

め、2030 年には米国はエネルギー独立を達成し、輸出国になるかもしれない。もし

このシナリオが実現すれば、それが米国のみならず全世界の経済・地政学的状況に及

ぼす影響の大きさは測り知れないものとなる。 

 

 米国経済について云えば、貿易収支、雇用、財政収入、金融活動に広汎な好影響が

もたらされるだろう。さらに重要なのは、米国がエネルギー自立を達成し、中近東原

油への依存が無くなれば、それは米国の軍事的・地政学的世界戦略にも重要な変更を

迫ることになるであろう。ホルムズ海峡やマラッカ海峡のシーレーン確保の問題もそ

の中に含まれるテーマとなる。 

 

 日本への影響も複雑多岐に亘るだろう。日本のエネルギー自給率は高まりそうにな

い。とすると、米国にとっての中近東の役割低下は日本にとっては吉か凶か？北米産

の安価なシェールガスは吉か凶か？原子力政策をどうすべきか？日本にとってもこ

Institute for International Monetary Affairs（IIMA） 
     国際通貨研究所メールマガジン 第 6号 2012/9/11 発行  

 



 2 

れは経済のみならず地政学的な大問題になる。 

  

 エネルギー自立に加えて、生産年齢人口の増加という中長期的なプラスで米国経済

が再び成長率を高める可能性は本当に高いのだろうか？そうなれば、資本収益率の上

昇に支えられて「良いドル高」が戻ってくることが考えられる。日本はどうなるだろ

うか？人口・財政・エネルギーが日本の三大課題であることは明らかである。米国で

「良いドル高」が起こる可能性は、裏返せば、日本には「悪い円安」が起こる可能性

があることになる。米国経済の再生が日本にとってプラスの面があることは間違いな

いが、同時にそれは日本にとっての試練であることを忘れてはならない。 

 

                   （株式会社マネーパートナーズへの寄稿） 
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